
附 属 明 細 書
１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

(単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

建 物 22¶995¶000 761¶915 0 23¶756¶915 5¶617¶754 1¶060¶768 18¶139¶161

車 両 運 搬 具 3¶169¶153 940¶000 612¶278 3¶496¶875 1¶944¶325 265¶218 1¶552¶550

] 金融商品の時価に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

{現金及び預金 2¶217¶560¶630 2¶217¶560¶630 0

|有価証券・投資有価証券 1¶584¶931¶272 1¶629¶431¶299 44¶500¶027

}貸付金 8¶287¶397¶609

貸倒引当金 � 1¶607¶864¶172

6¶679¶533¶437 6¶582¶466¶249 � 97¶067¶188

~求償権 2¶988¶058¶046

求償権償却引当金 � 1¶770¶839¶227

1¶217¶218¶819 1¶217¶218¶819 0

資 産 計 11¶699¶244¶158 11¶646¶676¶997 � 52¶567¶161

�長期借入金 (594¶563¶512) (598¶204¶359) (3¶640¶847)

（１年以内返済予定を含む）

負 債 計 (594¶563¶512) (598¶204¶359) (3¶640¶847)

時 価

その他
�債務保証契約 187¶779¶857

~ 金融商品の時価の算定方法に関する事項

平成21事業年度 承継債権回収実績

年 月 債 権 種 別 回収計画 回収実績 計画との比
較(�印減)

回収累計額

円 円 円 円
前年度未回収額累計 ` ` ` 388¶641¶782

平 成 21 年 ４ 月 復興金融基金貸付金 21¶000 0 � 21¶000 388¶641¶782

５ 月 〃 21¶000 0 � 21¶000 388¶641¶782

６ 月 〃 21¶000 0 � 21¶000 388¶641¶782

７ 月 〃 21¶000 0 � 21¶000 388¶641¶782

８ 月 〃 21¶000 0 � 21¶000 388¶641¶782

９ 月 〃 21¶000 0 � 21¶000 388¶641¶782

10 月 〃 21¶000 0 � 21¶000 388¶641¶782

11 月 〃 21¶000 0 � 21¶000 388¶641¶782

12 月 〃 21¶000 0 � 21¶000 388¶641¶782

平 成 22 年 １ 月 〃 21¶000 0 � 21¶000 388¶641¶782

２ 月 〃 21¶000 0 � 21¶000 388¶641¶782

３ 月 〃 19¶000 0 � 19¶000 388¶641¶782

計 250¶000 0 � 250¶000

~ 平成21事業年度末の未回収額は、9¶490¶805円である。
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{ 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

| 有価証券・投資有価証券
有価証券・投資有価証券の時価は、決算日における市場価格によっております。

} 貸付金
固定金利であることから、貸付金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の
合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しておりま
す。また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッ
シュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定し
ているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近
似しており、当該価額をもって時価としております。

~ 求償権
破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フロー
の現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、
時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、
当該価額をもって時価としております。

� 長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される
利率で割り引いて算定する方法によっております。

� 債務保証契約
保証料は固定料率であることから、保証の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、保
証料の将来の受取見込合計額を同様の新規保証を行った場合に想定される保証料率で割り引い
て時価を算定しております。

４．賃貸等不動産の時価等関係
該当する事項はありません。

重要な債務負担行為
該当する事項はありません。

重要な後発事象
該当する事項はありません。
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